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研究成果の概要（和文）：本研究では食に関する意識等の調査を実施するとともに、食生活に課題のある世帯を支援す
る食育実践プログラムを構築し展開した。調査結果から、食事の買い物について不便を感じる割合は「一人暮らし」、
「地域の活動に参加していない」、「運動習慣がない」群のほうが高かった。20代前半および幼児児童を有する世帯を
対象として開発した４本のプログラムにより食への意識および行動の変容が認められ有効性が確認された。今後、各連
携機関とともに本プログラムを実施していくことが期待される。

研究成果の概要（英文）：This study carried out the dietary awareness survey and the dietary education 
program for the household with the problem in the eating habits. The survey revealed that a ratio to feel 
inconvenience about the shopping of the meal is higher in ‘A single life’, ‘Not participate in local 
activity’ and ‘No exercise custom’. The effectiveness of four programs was confirmed in changes of the 
dietary awareness and attitude.

研究分野： 食教育
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様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９、Ｚ－１９（共通） 

１．研究開始当初の背景 
食をめぐる様々な状況の変化に伴い、食や

栄養、健康をめぐる問題が顕在化しており、
その対応策が急務とされている。平成 17 年 7
月に「食育基本法」が施行された後、平成 18
から 23 年度までを対象とした「食育推進基
本計画」が策定されたが、食育推進の目標に
関する事項のうち、多くの項目で目標値を達
成しない結果となった。 
食育推進の施策をみると、個人が抱える課

題の解決に向けた活動や支援を実施する取
り組みが多い。例えば、朝食欠食の割合は、
対象が小学生から高校生では学年が上がる
ごとに増加する。よって、乱れた食生活が習
慣化しないよう、個々の子どもを対象とした
食育が学校現場で推進されている。しかしな
がら、子どもへの食育指導により短期的な成
果は得られるものの、時間経過とともに元の
状態に戻ってしまう事例が見受けられる。こ
の背景には子どもが属する世帯の食習慣が
ある。研究代表者らも世帯構成が子どもの食
生活に影響を与えることを明らかにしてお
り、望ましい食生活を継続的に実践していく
ためには、世帯単位で支援していくことが効
果的である。 

 
２．研究の目的 
本研究は、世帯構成および世帯状況と食生

活の課題との関連を調査分析し、食生活に課
題を抱える世帯に対して、生涯にわたって望
ましい食生活を送れるよう支援するための
食育実践プログラムの構築を目的とする。 
 
３．研究の方法 
(1) 食生活に課題のある世帯に関する各調
査 
既存文献・研究等のレビューを通して、食

生活等の実態を世帯単位の現状と課題とし
て整理するとともに、相対的に食生活に課題
を抱える世帯（単身世帯、核家族共働き世帯、
高齢世帯など）を対象に、食生活等実態調査
を行い、食生活の課題と世帯構成や状況との
関連性、食生活に課題をきたす要因と改善策
について、分析と検証を行う。 
また、食育先進地の取り組みを調査し、食

への意識変容や行動変容に繋がった食育活
動の内容精査、取り組みやプログラムの現状
と課題について整理する。 
 
(2) 食育実践プログラムの構築と試行 
初年度実施した「食生活に課題のある世帯

に対する各調査」および「現地調査」の分析
結果を踏まえ、対象世帯の課題解決に向けた
食育実践プログラム（「食」に関する教材開
発や実習、実験などを含む）の構築を進め、
試行後、課題と改善についてまとめる。 
 

(3) 食育実践プログラムの本実施と評価 
食育実践プログラムを公開、本実施する。

対象世帯に行うアンケート調査やヒアリン

グ調査をもとに、世帯全体での食への意識向
上が見込まれるか、世帯が抱える食生活の課
題解決に向けた行動変容に繋がるか等を評
価する。 
 
４．研究成果 
(1) 食生活に課題のある世帯に関する各調
査 
①地域住民を対象とした食生活に関わる環
境等に関する調査 
既存文献・研究等のレビューを通して、食

生活等の実態を世帯単位の現状と課題とし
て整理した。地域住民を対象とした実態調査
では、宇都宮市自治会連合会の協力のもと、
各世帯に調査票を配布、回収した。無記入等
を除いた有効回答数は 3,016 部であった。単
身世帯は１割であり、そのうち８割近くが 60
代以上であった。また、回答者が 65 歳以上
かつ同居が配偶者のみの高齢世帯は全体の
２割であった。外食・中食を利用している割
合は全体の 35%、配食サービスを利用してい
る割合は 2%、食事の買い物について不便や大
変さを感じる割合は 16%、自分の食生活に不
満をもつ割合は 11%であった。 
また、食事の買い物について不便や大変さ

を感じる割合は「一人暮らし」（図 1，p<0.001）、
「地域の活動に参加していない」(p<0.001)、
「運動習慣がない」(p<0.005)という群のほ
うがそうでない群よりも高く、有意に関連す
ることが認められた。 

図 1 世帯構成と買い物との関連 
 
②食育先進地における現地調査 
食育先進地として選定したフランスにお

ける現地ヒアリング調査を 2013 年 8 月 12～
16日および2015年8月10～15日に実施した。
対象は、フランス味覚研究所の創設者で味覚
を目覚めさせる授業を考案したジャック・ピ
ュイゼ氏、味覚の授業を実践したジャン-ミ
ッシェル・デュリヴォー氏およびドミニク・
モントウ氏らである。 
小学校で味覚教育の実践を進めたドミニ

ク・モントウ氏によれば、子ども達は味覚の
授業ノートを毎回作成することにより（図 2）、
食に関する意識・行動変容だけでなく、五感
を使って感じたことを表現する力も育まれ
たという。食を通した教育のあり方を再考す



るとともに、日本の食教育への導入を検討し
ていく必要性を見出した。 

図 2 味覚の授業で子ども達が作成したノート 
 
 (2) 食育実践プログラムの構築と試行 
食生活に課題を抱えやすい 20 代単身世帯

を対象に据えた食育実践プログラムを検討
した。食環境を整えるために昼食を摂取する
機会の多い場所（学内生協食堂）および行政
（宇都宮市）、企業との連携を取り入れてプ
ログラム展開することとした。 
 
①大学生協との連携プログラム 
食環境整備の一環として、朝食欠食率が高

くなる 20 代前半の若者向けに朝食提供を試
行することとした。初回は企画提案した学生
を中心に、2015 年 1 月 22～28 日の後期試験
1 週間前に実施した。課題として「効果的な
広報活動」および「継続性の担保」があがっ
た。利用者からは「早起きするきっかけにな
った」、「１コマに余裕をもって間に合うこと
ができ精神的に楽になった」等の感想がみら
れた。第 2 回(2015 年 7 月 23～29 日)は前期
試験 1週間前に実施した（図 3）。特に単身者
からは「朝ごはんを食べるきっかけになっ
た」という感想が多数あった。単身者の朝食
欠食を是正するためには食環境の整備も必
要であることが把握された。二回の実施を通
して食環境整備体制が整ったため、本実施で
は利用者に対して整備した食環境に関する
アンケート調査を実施することとした。 

図 3 第 2回目広報ポスター 
 
②行政との連携プログラム 
20 代前半の若者 71 名に対して、栄養士を

招いた食に関わる講義と調理実習を取り入

れたプログラムを構築し試行した。講義を通
して実施したアンケートから、「食育に関す
る行動や活動をしているか」について、「積
極的にしている」「できるだけするようにし
ている」割合はあわせて45%であった（図4）。
一方、「したいと思うが実際にはしていない」
は 51%であり、意識はあるが行動できていな
いケースを見出すことができた。 

図 4 食育に関する行動等について 
 
「食育に取り組むには，市がどのような支援
をするとよいか」については「ヘルシーメニ
ューなどを飲食できる場所の整備」90%、「食
育に関する講座，イベントの開催」および「広
報紙やインターネットによる食育に関する
情報提供」がともに 57%となり、食環境の整
備を求める割合が９割にのぼることが明ら
かとなった。今後、行政の支援のあり方を検
討していくことが期待される。 
 
③企業との連携プログラム 
20 代前半の若者を対象とした伝統食品導

入プログラムおよび幼児児童をもつ世帯を
対象とした偏食改善プログラムについて検
討し展開することとした。偏食プログラムで
は、偏食に至る要因を分析し、解消できるよ
うなプログラム開発を進めた（図 5）。 

図 5 偏食改善プログラムの試行と検討の一部 
 
(3) 食育実践プログラムの本実施と評価 
20 代単身世帯および幼児児童をもつ世帯

を対象に、大学生協、行政、企業との各連携
を取り入れたプログラムを実施した。 
 



①20 代単身世帯を中心とした実施と評価 
食環境整備の一環として導入した朝食提

供プログラム第 3 回(2016 年 1 月 25～29 日)
では、利用者に対して記述式アンケート調査
を実施した。利用者からは「生活習慣の改善
に繋がった」、「定期的に利用することで食へ
の意識を高めるきっかけとなった」、「朝食の
重要性は聞いてはいたが、実際に摂取するこ
とでより理解できた」、「体調がよくなった」
等が認められ、本プログラムを通して、食生
活の課題を解決する機会と実践になったも
のと評価した（図 6）。 

図 6 感想の一部 
 
また、企業との連携プログラムを構築する

ために、伝統食品（味噌）を加工する体験を
取り入れ、継続的な食育支援を進めた。その
結果、自分で仕込んだ味噌を４ヵ月間観察す
ることにより、「普段感じられない手間や生
き物の関わりを身近に感じることで、食事を
する時とても新鮮な気持ちで食べられそう
です。それは生活に豊かさとか楽しさを与え
てくれるかなと思うので！」、「生きていくた
めには食が大切なので、この様な活動をもっ
と増やしたほうが良いと思いました。」等、
意識および行動変容に繋がるような記述が
確認された。出来上がった味噌は、企業から
味噌を評価する方を講師として招聘し、実際
に助言をいただいた（図 7）。また、「以前よ
りもお味噌汁を飲むようになった。」、「毎日
お味噌汁を飲んでいる。」との記述のように
実際に行動変容を伴う参加者も認められ、連
携プログラムの有効性を確認した。 

図 7 講師による助言 

②幼児児童をもつ世帯を中心とした実施と
評価 
フランスでの現地調査を踏まえ、日本でも

導入の可能性を検討するために、味覚教育プ
ログラムを開発し、実施した。世帯を支援す
るプログラムと位置付けるため、親子での参
加を求めた。味覚は、視覚や嗅覚、触覚（食
感）の影響を多大に受けることを講義で理論
的に学び、次に実践を通して理解を深める内
容とした。例えば、甘味度は同じヨーグルト
であっても色や匂いにより甘味度に影響を
与えることを体験した（図 8）。親子が別室で
受講し、最後に共有することによって、親子
であっても感じ方の違いが生じることを実
践的に理解していただいた。保護者へのアン
ケートからは食教育への意識向上だけでな
く、子育てや親子関係の認識に関する記述も
みられた（図 9）。 

図 8 視覚嗅覚と味覚で使用した教材 

図 9 感想の一部 
 
また、企業との連携プログラムでは、野菜

嫌い克服プログラムを開発し展開した。子ど
もの野菜嫌いを克服するために、家庭で工夫
しているポイントを調査した結果、「野菜の
味付けを工夫する」、「子どもの好きな料理に
混ぜ込む」工夫を約半数の保護者が実施して
おり、「野菜の風味をなるべく残さないよう
にしている」家庭が多いことも把握された。
また、「野菜を星型などにする」、「ピックを
さして食べやすくする」、「親がおいしく食べ
ているところを見せる」等、調理以外の工夫
も認められた。 
偏食改善プログラムとして、図 10 のよう

に嫌いな野菜の見た目を中心に変えること
で、どのような行動変容が認められるか観察
した結果、子どもが、苦手な野菜が入った料
理について「興味を示した」、「とることがで
きた」、「食べることができた」とほとんどの
保護者が回答した。その理由として、「装飾」



や「野菜の盛り付け方」という意見が最も多
く、「見た目が可愛い」、「子どもの目がキラ
キラしていた」等の記述があった。よって、
子どもの野菜の好き嫌い克服に視覚情報が
大きく影響を与えていることを見出すこと
ができた。 

図 10 教材の一部 
 
今回実施した４本のプログラムを通して、

食生活に課題のある世帯を支援する施策に
繋がる成果を見出すことができた。今後、各
連携機関とともに、これらのプログラムを普
及し実施していくことが期待される。 
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